（説明書 様式第２号）
資格要件に関する証明書


令和　年　　月　　日


茨城県立筑西産業技術専門学院長　殿


所在地
商号又は名称
代表者職氏名


「令和６年度離職者等再就職訓練事業」に係る企画提案競争の参加に要求される下記の要件をすべて満たしていることに相違ありません。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第１項の規定に該当していない者であること。

２　政令第167条の４第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。

３　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成８年茨城県告示第254号）に基づく競争入札参加資格があること。ただし、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名停止の措置を受けている者でないこと。　　　　
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４　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者でないこと。

５　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号に規定する者ではないこと。

６　令和２年度から令和４年度の３年間において、各都道府県及び独立行政法人高齢・障害・求職者支援機構から委託等を受けて公的職業訓練を行った実績がある者、又は新たに公共職業訓練の受託を希望する法人にあっては登記簿謄本の目的に、個人事業主にあっては個人の事業開廃届出書の事業概要に、民間教育機関としての業務を掲げ、令和２年度から令和４年度の３年間において教育訓練等の実績を有するものであること。
【添付書類】
・法人にあっては、法人登記簿謄本の写し、個人事業主にあっては、事業開廃届出書
※新規参入業者または、前年から変更があった場合のみ提出
・訓練実績については、当該説明書様式第３号

７　平成２６年度から実施されている「民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン研修」を委託契約締結する日において、有効な受講証明書を有する者が在籍していること。 
[bookmark: _GoBack]【添付書類】
・当該研修受講証明書又は修了証の写し
[bookmark: OLE_LINK1]
８　就職実績に応じた委託費の支払いを行う訓練コースにあっては、２回連続して同種の訓練コースを実施して就職支援実施委託料の算定に係る就職率が３５％未満となっていないこと。
　　ただし、以後、委託者による改善指導・助言を受け、かつ、直近の同種の訓練コースにおいて、委託の対象となっていない場合はその限りではない。
　　

９　介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修の資格取得を目的とした訓練に応募する場合は、養成施設としての所管官公署の指定を受けている者であること。


【添付書類】
・事業所指定を証明する書類の写し




